
参照条文

令 和 ７ 年 1 0 月 ３ 日
関 税 ・ 外 国 為 替 等 審 議 会
関 税 分 科 会 特 殊 関 税 部 会
財 務 省 関 税 局

資料５



1

参照条文
○関税定率法（明治四十三年四月十五日法律第五十四号）（抄）
（不当廉売関税）
第八条 不当廉売（貨物を、輸出国における消費に向けられる当該貨物と同種の貨物の通常の商取引における価格その他これに準ず

るものとして政令で定める価格（以下この条において「正常価格」という。）より低い価格で輸出のために販売することをいう。）された貨
物の輸入が本邦の産業（不当廉売された貨物と同種の貨物を生産している本邦の産業に限る。以下この条において同じ。）に実質的
な損害を与え、若しくは与えるおそれがあり、又は本邦の産業の確立を実質的に妨げる事実（以下この条において「本邦の産業に与える実
質的な損害等の事実」という。）がある場合において、当該本邦の産業を保護するため必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、
貨物、当該貨物の供給者又は供給国及び期間（五年以内に限る。）を指定し、当該指定された供給者又は供給国に係る当該指定され
た貨物（以下この条において「指定貨物」という。）で当該指定された期間内に輸入されるものにつき、別表の税率による関税のほか、当該
貨物の正常価格と不当廉売価格との差額に相当する額（以下この条において「不当廉売差額」という。）の同額以下の関税（以下この条
において「不当廉売関税」という。）を課することができる。

２及び３ （省略）
４ 第一項に規定する本邦の産業に利害関係を有する者は、政令で定めることにより、政府に対し、不当廉売された貨物の輸入の事実及び
当該輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実についての十分な証拠を提出し、当該貨物に対し不当廉売関税を課することを求
めることができる。

５ 政府は、前項の規定による求めがあった場合その他不当廉売された貨物の輸入の事実及び当該輸入の本邦の産業に与える実質的な損
害等の事実についての十分な証拠がある場合において、必要があると認めるときは、これらの事実の有無につき調査を行うものとする。

６～24 （省略）
25 第一項の規定により不当廉売関税が課されている場合において、不当廉売された指定貨物の輸入及び当該輸入の本邦の産業に与える
実質的な損害等の事実が同項の規定により指定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれがあると認められるときは、政令で定め
るところにより、当該指定された期間を延長することができる。

26 指定貨物に係る第一項に規定する本邦の産業に利害関係を有する者は、同項の規定により指定された期間の末日の一年前の日までに、
政令で定めるところにより、政府に対し、不当廉売された指定貨物の輸入及び当該輸入の本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が
当該指定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれがあることについての十分な証拠を提出し、当該指定された期間の延長を求め
ることができる。

27 政府は、前項の規定による求めがあつた場合その他不当廉売された指定貨物の輸入及び当該輸入の本邦の産業に与える実質的な損害
等の事実が第一項の規定により指定された期間の満了後に継続し、又は再発するおそれがあることについての十分な証拠がある場合におい
て、必要があると認めるときは、当該おそれの有無につき調査を行うものとする。

28～37 （省略）


